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【問 23】印紙税に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

１ 「建物の電気工事に係る請負代金は 1,100万円（うち消費税額及び地方消費税額 100万円）とする」旨を

記載した工事請負契約書について、印紙税の課税標準となる当該契約書の記載金額は 1,100万円である。 

２ 「Ａの所有する土地（価額 5,000万円）とＢの所有する土地（価額 4,000万円）とを交換する」旨の土地

交換契約書を作成した場合、印紙税の課税標準となる当該契約書の記載金額は 4,000万円である。 

３ 国を売主、株式会社Ｃを買主とする土地の売買契約において、共同で売買契約書を２通作成し、国とＣ社

がそれぞれ１通ずつ保存することとした場合、Ｃ社が保存する契約書には印紙税は課されない。 

４ 「契約期間は 10年間、賃料は月額 10万円、権利金の額は 100万円とする」旨が記載された土地の賃貸借

契約書は、記載金額 1,300万円の土地の賃借権の設定に関する契約書として印紙税が課される。 

 

 

 

 

 

【問 24】不動産取得税に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

１ 令和７年４月に個人が取得した住宅及び住宅用地に係る不動産取得税の税率は３％であるが、住宅用以

外の土地に係る不動産取得税の税率は４％である。 

２ 一定の面積に満たない土地の取得に対しては、狭小な不動産の取得者に対する税負担の排除の観点から、

不動産取得税を課することができない。 

３ 不動産取得税は、不動産の取得に対して課される税であるので、家屋を改築したことにより、当該家屋の

価格が増加したとしても、不動産取得税は課されない。 

４ 共有物の分割による不動産の取得については、当該不動産の取得者の分割前の当該共有物に係る持分の

割合を超えない部分の取得であれば、不動産取得税は課されない。 

 

 

 

 

 

【問 25】不動産の鑑定評価に関する次の記述のうち、不動産鑑定評価基準によれば、誤っているものはどれ

か。 

１ 不動産の価格は、その不動産の効用が最高度に発揮される可能性に最も富む使用を前提として把握され

る価格を標準として形成されるが、不動産についての現実の使用方法は当該不動産が十分な効用を発揮して

いない場合があることに留意すべきである。 

２ 対象建築物に関する工事が完了していない場合でも、当該工事の完了を前提として鑑定評価を行うこと

がある。 

３ 特殊価格とは、一般的に市場性を有しない不動産について、その利用現況等を前提とした不動産の経済価

値を適正に表示する価格をいい、例としては、文化財の指定を受けた建造物について、その保存等に主眼を

おいた鑑定評価を行う場合において求められる価格があげられる。 

４ 原価法は、対象不動産が建物及びその敷地である場合において、再調達原価の把握及び減価修正を適切に

行うことができるときに有効な手法であるが、対象不動産が土地のみである場合には、この手法を適用する

ことはできない。 
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【問 46】独立行政法人住宅金融支援機構（以下この問において「機構」という。）に関する次の記述のうち、

誤っているものはどれか。 

１ 機構は、証券化支援事業（買取型）において、金融機関から買い取った住宅ローン債権を担保としてＭＢ

Ｓ（資産担保証券）を発行している。 

２ 機構は、災害により住宅が滅失した場合におけるその住宅に代わるべき住宅の建設又は購入に係る貸付

金については、元金据置期間を設けることができない。 

３ 機構は、証券化支援事業（買取型）において、賃貸住宅の建設又は購入に必要な資金の貸付けに係る金融

機関の貸付債権については譲受けの対象としていない。 

４ 機構は、貸付けを受けた者とあらかじめ契約を締結して、その者が死亡した場合に支払われる生命保険の

保険金を当該貸付けに係る債務の弁済に充当する団体信用生命保険を業務として行っている。 

 

 

 

 

【問 47】宅地建物取引業者が行う広告に関する次の記述のうち、不当景品類及び不当表示防止法（不動産の

表示に関する公正競争規約を含む。）の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 路地状部分（敷地延長部分）のみで道路に接する土地であって、その路地状部分の面積が当該土地面積の

おおむね 30％以上を占める場合には、路地状部分を含む旨及び路地状部分の割合又は面積を明示しなけれ

ばならない。 

２ 新築住宅を販売するに当たり、当該物件から最寄駅まで実際に歩いたときの所要時間が 15 分であれば、

物件から最寄駅までの道路距離にかかわらず、広告中に「最寄駅まで徒歩 15分」と表示することができる。 

３ 新築分譲住宅を販売するに当たり、予告広告である旨及び契約又は予約の申込みには応じられない旨を

明瞭に表示すれば、当該物件が建築確認を受けていなくても広告表示をすることができる。 

４ 新築分譲マンションを販売するに当たり、住戸により管理費の額が異なる場合であって、すべての住戸の

管理費を示すことが広告スペースの関係で困難なときは、全住戸の管理費の平均額を表示すればよい。 

 

 

 

 

 

【問 48】略 

 

 

 

 

 

【問 49】土地に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

１ 都市の中小河川の氾濫の原因の一つは、急速な都市化、宅地化に伴い、降雨時に雨水が短時間に大量に流

れ込むようになったことである。 

２ 中小河川に係る防災の観点から、宅地選定に当たっては、その地点だけでなく、周辺の地形と防災施設に

十分注意することが必要である。 

３ 地盤の液状化については、宅地の地盤条件について調べるとともに、過去の地形についても古地図などで

確認することが必要である。 

４ 地形や地質的な条件については、宅地に適しているか調査する必要があるが、周辺住民の意見は聴かなく

てよい。 
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【問 50】建築物の構造に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

１ 建物の構成は、大きく基礎構造と上部構造からなっており、基礎構造は地業と基礎盤から構成されている。 

２ 基礎の種類には、基礎の底面が建物を支持する地盤に直接接する直接基礎と、建物を支持する地盤が深い

場合に使用する杭基礎（杭地業）がある。 

３ 直接基礎の種類には、形状により、柱の下に設ける独立基礎、壁体等の下に設けるべた基礎、建物の底部

全体に設ける布基礎（連続基礎）等がある。 

４ 上部構造は、重力、風力、地震力等の荷重に耐える役目を負う主要構造と、屋根、壁、床等の仕上げ部分

等から構成されている。 


